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Ⅰ．緒　言
　近現代における中日関係の歴史を見ると，日清戦争，
日露戦争，満州事変，第二次世界大戦，中日国交正常
化及び中日友好条約締結など130余年に渡る波瀾万丈
な出来事の連続である．日清戦争で日本の植民地にな
った台湾は「最後の帝国の最初の植民地」1）とも言わ
れるが，そこでの日本語教育は，中国における日本語
教育の原点2）と考えられる．その後，日露戦争で日本
の租借地になった大連における日本語教育は初等（小
学校，以下同じ）教育段階において実施され普及した
という特徴を持ち，「日本語の普及に大きな役割を演
じた」という3）．
　1972年の中日国交正常化及び1978年の中日友好条
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Abstract
China began its reforms and open-door policies in the 1980s.  Consequently, Dalian expanded its 
economic interaction with foreign countries and gradually developed into a cosmopolitan city.  Dalian 
succeeded in expanding its business beyond its borders, and has enjoyed not only economic but also 
cultural interaction with foreign countries.  In the development of Dalian city, people who were able to 
speak Japanese were its most important human resource at that time. 
 Japanese-language education in Dalian can be divided into two stages: prewar and postwar.  For 
about 40 years before World War Ⅱ,  Japanese-language education was provided in the territory leased 
to Japan.  In the postwar period, it has been in the form of open-minded exchanges between China and 
Japan.  Dalian has a large number of teachers, learners, and educational institutions of the Japanese 
language and has always been China’s most important city for Japanese-language education.
This paper analyzes how Japanese-language education has influenced Dalian's development into 
an international city by providing a study of Japanese-language education, mainly in colleges and 
universities.
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約締結がきっかけで，友好交流を目的とした日本語教
育は中国東北三省（黒竜江省，吉林省，遼寧省）及び
内蒙古自治区など旧「満州国」地域で急速に発展して
きた．そのうち，朝鮮族集中地の吉林，蒙古族集中地
の内蒙古及び漢民族の中で日本語学習者が集中してい
る大連という3つの地域は最も注目される．　　
　1980年代になると「中国経済改革開放」による外
国企業の中国進出で，経済方面における人材需要の拡
大による日本語教育の普及，とりわけ近年来のボーダ
ーレス化・グローバル化による中日両国間の政治・経
済・文化の「三輪車」型4）の交流において，日本語教
育の重要性はますます顕著になった．
　日本語教育の研究は，今まで主として言語政策史，
教授法・教科書・教材の変遷及び日本語史・日本語学
史との関係史という3つのアプローチ5）に分けて進め
られ，マクロな視点から中国における日本語教育事情
全体をまとめてきたが，ミクロな視点から地域におけ
る日本語教育を分析した研究はまだ多くない．とりわ
け大連市おける日本語教育は全国の教育の中で終始一
貫して極めて重要な位置を占めていると同時に，中国
の最大開放都市の一つである大連市における都市発展
のプロセスに重要な役割を果たしてきたものの，大連
における日本語教育に関する研究は極めて少ない．
　本論は，戦後大連における日本語教育の変遷及び都
市発展過程において果たしたその役割を明らかにする
ものである．大連市における日本語教育とりわけ高等
教育6）における展開及び現況を調査・分析することに
よって，そのことを明らかにしたい．
Ⅱ．調査・研究方法
　本研究では，資料調査，アンケート調査及び現地イ
ンタビュー調査によって，大連市の高等教育機関にお
ける日本語教育の概況をまとめた．
　まず，2013年5月から6月にかけて戦前大連におけ
る日本語教育に関する資料を収集・整理し，その特徴
を分析した．
　次に，2013年7月から8月にかけての2 ヶ月間に，
大連市にある高等教育機関に関する資料を整理した上
で，日本語教育を行っている大学でアンケート調査を
実施した．調査内容をさらに詳しく分析するため，9
月から10月にかけて，大連にある日本語教育課程を
設けた10の大学において，日本語教育の関係者約10
人にインタビューを行った．
　資料，アンケート調査及びインタビュー内容に基づ
き，日本語教育に関するデータを分析し，大連市の高
等教育機関における日本語教育の状況を究明する．
Ⅲ．調査結果と分析
１．調査地の概況
　大連は中国東北部遼寧省の最南端に位置し，人口は
約600万人の港湾都市である．1894年日清戦争で調印
した日清講和条約により，日本は清から賠償条件とし
て遼東半島を得たが，その後1898年，三国交渉の代
償として，ロシアは清から「関東州」（大連の租借名．
以下「」を省略する．）を25年間の期限で租借した．
その後，東清鉄道の終点を設け，「ダーリニー」と名
付けた．1904年に日露戦争で日本の勝利により，関
東州の租借権はロシアから日本に譲渡され，「ダーリ
ニー」は「大連」と名付けられた．
　1984年に中国最初の沿海開放都市の一つであった
大連に外国企業とりわけ日本企業が続々と進出した．
2011年までに外資企業の総数は14,477社に達し，う
ち日本企業は4,308社で，全体の30％を占めていた7）．
21世紀に入るとグローバル化に伴い，大連市に長期
滞在（3 ヶ月以上）している日本人数は2001年の
1,863人から2010年の6,151人まで増え，その増加率
は230.2％になった．とりわけ日本からの観光客は
2001年の19.6万人から2010年の51.5万人までに増え，
増加率は1.6倍であった8）．
２．戦前大連における日本語教育の特徴
　1904年から1945年までの40余年間に，日本に統治
された大連における日本語教育についていくつかの特
徴がある．李延坤（2012）は，主な政治事件をとら
えてこの時期を①スタート段階の教育（1905年～
1915年4月），②展開段階の教育（1915年5月～ 1923
年3月），③緩和段階の教育（1923年4月～ 1931年9月），
④深化段階の教育（1931年9月～ 1941年12月），⑤頂
点段階の教育（1941年12月～ 1945年8月）の5つの段
階に分けている9）．また張玲玲（2009）は，教育機関
の特徴という観点から①初等教育を中心とした“同化”
時期（1915年5月まで），②職業教育を中心とした展
開時期（1915年5月～ 1931年9月），③“州民化”教
育を中心とした深化段階（1931年9月～ 1941年12月），
④“皇民化”を中心とした頂点時期（1941年12月～
1945年8月）の4つに分けて考えている10）．
　戦前の大連における日本語教育は日本植民地的教育
で，最初は“同化”の目的で，小学校教育を中心とし
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て展開した．1931年の「満州事変」までは，日本の
租借地である大連市の基盤産業を発展させるため，大
量の労働者及び技術者を養成する必要があり，実業教
育も重視された．1931年の関東州及び満鉄付属地学
校における教育状況を見てみると，学校数は520校，
教師数は3,474人で，学生数は92,585人に達している．
その後，1932年に成立した「満州国」は傀儡政権と
なり，中国東北地方における日本の統治を強化する為，
「日満一体化」のイデオロギーのもとで，日本語は国
語として強化された．
３．戦後大連における高等日本語教育機関の状況
　中国の大学における日本語教育は1928年，北京大
学で日本語学科を主催した周作人からだと言われてい
る．1949年新中国成立の当時，日本語専攻学科を設
けた大学は北京大学と軍委工程学校11）だけであった．
その後，旧ソ連との関係が強まりロシア語の教育が発
展したが，1957年にはロシア語の人材は需要を遥か
に超えていた．60年代初頭からは旧ソ連との関係が
悪くなったことによって，ロシア語教育から英語教育
に重点を転換した．専攻日本語科を設けた大学は50
年代から64年にかけて，最初の2校から14校まで増加
したが12），規模は英語などの言語に比べるとずっと小
さかった．
3.1	新中国成立後～ 70年代の模索期
　この時期の大連の高等教育機関における日本語教育
を見ると，50 ～ 60年代に日本語教育を選択科目とし
て設けた大学は1956年の大連水産学院（1952年設立，
現大連海洋大学），1958年の大連軽工業学院（1958年
設立，現大連工業大学）と1961年の大連工学院（1949
年設立，現大連理工大学）で，専攻学科を設けた大学
は1963年の遼寧師範学院（1951年設立，現遼寧師範
大学）と全国初の日本語専門大学として1964年に設
立された大連日本語専科学校（現大連外国語大学）で
ある．1972年の中日国交正常化により，中国全土で
の日本語教育が盛んになろうとした時，「文化大革命」
の影響で，1976年まで全国の教育は殆ど停止の状態
になった．「文化大革命」収束期の1976年に日本語を
選択科目として設けた大学は大連海運学院（1953年
設立，現大連海事大学）と大連鉄道学院（1956年設立，
現大連交通大学）の2校だけであった．
3.2	経済成長に伴う日本語教育の成長期
　80年代に加速した経済改革の中，1984年に国家に
許可された全国14の開発区の一つである大連経済技
術開発区に進出した外資企業の大半は日本の製造系企
業であった13）．工場現場で働く中国人ワーカーに対す
る日本語教育は極めて重要な課題であり，その解決の
ため，1985年の大連工人大学（1952年設立，社会人，
中でも主に工場で働く社員を教育対象とする）と
1989年に設立した大連職工大学（工場や会社のワー
カーを教育対象とする）で大連の日本製造企業の社員
向けの日本語教育を実施した．さらに，90年代初期
には円高による日本企業の海外進出の加速に伴って日
本語の通訳人材が不足するという深刻な事態が発生し
た．この問題を解決するため，日本語教育課程を設け
た大学が10校も増え，合計で19校になった．
3.3	グローバル化に伴う日本語教育の繁盛期
　90年代末期，世界の交通の利便性の向上及びIT産
業の発展による経済グローバル化に伴い，大連市も著
しく発展した．とりわけ1998年に設立された大連ソ
フトウェアパークに，日本の企業をはじめ世界のIT
関連企業が数多く進出した．進出企業の業務内容の9
割が対日輸出関連である14）ため，ITに関する日本語
人材の需要も激増した．社会需要に応じるため，上述
した大連理工大学，大連海事大学，大連工業大学と大
連職工大学などで，今までの選択日本語科目をそれぞ
れ専攻科目に変更した．新しく日本語科目を設けた大
学および新設された大学を合わせると，18校に達し
た．そのほかに，「IT＋日本語」という教育パターンで，
2000年以降設立されたIT学科に日本語教育を設けた
大学は13校もあった．
3.4大連の高等教育機関における日本語教育の現状
　本論の調査により，大連市にある高等教育機関数は
37校で，その内訳は，総合大学11校，元大学の1学部
から独立した大学5校，実務教育を中心とした大学13
校，社会人向け（通信教育も含む）の大学5校，軍隊
あるいは警察に関係する特別大学は3校である．在校
生数は322,147人，専任教師数は18,204人である15）が，
日本語教育を設けた学校数は26校で，全体の72％を
占めている．在校日本語学習者数は32,160人で，全体
の1割である．日本語教師数は503人（うち日本人教
師81人）で全体のわずか3％となっている．（表1参照）
Ⅳ．まとめ
　大連における日本語教育史を見ると，20世紀の初
期から日本租借地において初等教育段階での日本語教
育の普及をはじめ，中等教育，実業教育，師範教育の
発展の中で日本語教育の基盤は作り上げられた．ただ
し，租借地における日本語教育は強制的且つ駐在日本
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人向けの日本語教育といった特徴が見られる．戦後中
国における外国語教育の主流はしばらくロシア語であ
ったが，50年代から70年代までの間に日本語教育課
程を設けた大学は8校に達した．80年代の経済発展に
より，高等教育機関における日本語教育は在連日系の
製造工場のワーカーを対象とした教育であったが，
90年代からそれは著しく発展した．とりわけ21世紀
の複合的グローバル人材の需要に応ずるべく考案され
た「日本語＋α」教育パターンの普及により，大連市
の都市発展に日本語教育は大きな役割を演じてきた．
　しかし，70年代から90年代まで，大連市における
日本語教育の主役は中等（中学校・高校）日本語教育
であった．機関数も学習者数も高等教育機関における
日本語教育より多かった．それが2000年以降，高等
教育機関が上回るようになった原因は何なのか．また，
外資企業への優遇政策の取消し，中国の経済発展に伴
うコスト上昇，さらに2012年の9月以降の中日関係の
悪化などの原因から，日本企業の撤退による日本語人
材の需要が減少しているが，そのことが日本語教育に
どんな影響を与えたのか，という問題については今後
の課題としたい．
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